
熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業貸付金貸付要綱 

 

   第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「機構」という。）が定

める「熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業に係る熊本県に対する資

金の貸付けに関する準則」（平成28年7月20日規程28第21号。以下、「準則」とい

う。）に基づき、公益財団法人くまもと産業支援財団（以下「財団」という。）が実施

する被災中小企業施設・設備整備支援事業（以下「支援事業」という。）の資金を知事

が財団に対して貸し付けるにあたり、準則に定める事項のほか、その貸付けに関し必

要な事業を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義については、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） 貸付事業 準則第１条第２項に掲げる、被災中小企業事業者等に対して資金の

貸付けを行う事業 

（２） 管理事業 準則第１条第２項に掲げる、貸付事業を実施するために必要な事務

を行う事業 

（３） 貸付金 この要綱に基づき、知事が財団に貸し付ける資金 

（４） 事務費充当基金 運用益により第２号に掲げる管理事業を実施するため、財団

が造成する基金 

 

（貸付け） 

第３条 知事は、予算の範囲内において、貸付事業に係る貸付金の貸付けを行うものと

する。 

２ 知事は、予算の範囲内において、管理事業に係る貸付金の貸付けを行うものとする。 

 

（貸付金の使途） 

第４条 財団は、前条第１項の規定により貸付けを受けた貸付金について、貸付事業の

貸付金として使用するものとする。 

２ 財団は、前条第２項の規定により貸付けを受けた貸付金について、事務費充当基金

の造成資金として使用するものとする。 

 

（区分経理） 

第５条 財団は、第２条第１号及び第２号に係る経理は、それぞれ他の経理と区分して

整理するものとする。 

 

 



（事業実施計画書及び貸付要綱の承認） 

第６条 知事は、財団から貸付事業を開始する前に、被災中小企業施設・設備整備支援

事業の各年度の事業概要を定めた事業実施計画書（別記第１号様式）及び貸付事業の

対象者、貸付手続等を定めた貸付要綱の提出を受け、その内容を適当と認めたときは

事業実施計画承諾書（別記第２号様式）により承認するものとする。 

２ 財団は、前項により承認を受けた事業実施計画を変更する場合には、事業実施変更

申請書（別記第３号様式）により申請し、知事の承認を受けるものとする。 

 

（貸付決定） 

第７条 知事は、前条第１項の承認をした場合には、速やかに機構に対し、貸付事業に

係る借入申請書を提出し、貸付決定通知書を受けるものとする。 

２ 知事は、前条第２項の承認をした場合には、速やかに機構に対し、貸付事業に係る

貸付決定変更申請書を提出し、貸付決定変更通知書を受けるものとする。 

３ 知事は、第１項又は前項の規定による通知書を受けた場合には、前条第１項又は第

２項の規定により承認した計画に基づき、財団からの申請により貸付金額の決定をす

ることができる。 

 

（事業計画） 

第８条 知事は、財団から毎事業年度の事業を開始する前に、熊本地震に係る被災中小

企業施設・設備整備支援事業計画申請書（別記第４号様式）の提出を受け、その内容

が妥当と認められるときは、熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業計

画承認書（別記第５号様式）により承認するものとする。ただし、貸付事業を開始す

る年度においては、第６条第１項に掲げる事業実施計画書と併せて提出を受け、その

内容が妥当と認められるときは、承認するものとする。 

２ 知事は、財団が前項の承認した事業計画に記載された事業を変更（中止又は廃止を

含む。）しようとするときは、あらかじめ事業計画変更等承認申請書（別記第６号様式）

の提出を受け、その内容が妥当と認められるときは、熊本地震に係る被災中小企業施

設・設備整備支援事業計画承認書（別記第５号様式）により、承認するものとする。 

３ 知事は、財団から毎事業年度終了後３か月以内に、事業実績報告書（別記第７号様

式）の提出を受けるものとする。ただし、被災中小企業施設・設備整備支援事業が終

了する年度においては、事業終了後３か月以内に事業実績報告書の提出を受けるもの

とする。 

４ 知事は、第１項若しくは第２項の承認をしたとき、又は前項の報告を受けたときは、

速やかに機構に報告するものとする。 

５ 知事は、財団が第１項の承認又は第２項の変更承認を受けた事業計画に記載された

事業の遂行が困難となった場合は、財団から熊本地震に係る被災中小企業施設・設備

整備支援事業事故報告書（別記第８号様式）の提出を受け、必要な指示をするものと

する。 

 

 



（貸付金の交付） 

第９条 知事は、財団から貸付金交付請求書（別記第９号様式）の提出を受け、財団の

資金の受入体制が整備されていると認める場合には、金銭消費貸借契約（別記第１０

号様式）を締結し、貸付金を交付するものとする。 

 

   第２章 貸付事業 

 

（貸付対象者） 

第１０条 貸付事業の対象者は、次の各号に掲げる補助金の交付決定を受けた者とする。 

（１）熊本県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金 

（２）熊本県中小企業組合共同施設等災害復旧補助金 

（３）熊本県商店街等施設等災害復旧補助金 

 

（貸付事業の実施期間） 

第１１条 貸付事業の実施期間（以下「貸付実施期間」という。）は、知事が機構から被

災中小企業施設・設備整備支援事業（貸付事業）貸付金の交付を受けた日（以下、「資

金交付日」という。）の２年後の日の属する事業年度末とする。 

２ 財団は、前項に規定する貸付実施期間内に、貸付金の交付を終えなければならない。 

３ 知事は、県内の復興状況等を勘案し第１項の実施期間の延長が必要と認めるときは、

貸付実施期間を延長することができる。 

 

（貸付事業に係る未使用額等） 

第１２条 財団は、貸付実施期間の終了後交付しなかった貸付事業の貸付金を、貸付実

施期間終了後１年以内に知事に償還するものとする。 

２ 財団は、最終期限の属する事業年度末において貸付事業に係る貸付金に利息が発生

している場合は、知事に償還するものとする。 

 

（償還期限等） 

第１３条 県の財団に対する貸付事業に係る貸付金の償還期限は、２２年以内とする。

ただし、第１１条第３項の規定により、貸付実施期間を延長した場合には、償還期限

に当該期間を加えるものとする。 

２ 貸付事業による貸付金の償還期限は２０年以内とし、据置期間は５年以内とする。 

３ 貸付事業による貸付金の償還期限及び据置期間は、貸付対象施設の耐用年数、借入

申請者の償還能力等を勘案して決定するものとする。 

 

（貸付額） 

第１４条 貸付事業に係る貸付金は、第６条第１項又は第２項により承認された事業実

施計画書に基づき、知事が必要と認める額とする。 

２ 財団は、借入申請者からの借入申請書に記載された金額のうち、第１０条第１項の

各号に掲げる補助金の事業者負担額を貸付事業に係る対象額として決定するものとす



る。 

３ 借入申請者は、前項の対象額に対して、その１％に相当する額又は１０万円のいず

れか低い額を負担するものとする。 

 

（貸付利率） 

第１５条 財団に対する貸付けの利率及び借入申請者に対する貸付けの利率は、無利子

とする。 

 

（償還方法） 

第１６条 財団の知事への償還方法は、貸付事業による貸付金の交付を受けた借入申請

者（以下「借入事業者」という。）から償還された金額を、原則として年賦により償還

するものとする。 

２ 借入事業者の財団への償還方法は、原則として月賦により償還するものとする。た

だし、借入事業者にやむを得ない理由があると財団が認める場合は、年賦又は半年賦

により償還できるものとする。 

 

（債権保全） 

第１７条 財団は、原則として、貸付対象施設等を担保として徴するものとする。 

２ 財団は、借入事業者が法人の場合であって、「経営者保証に関するガイドライン」（平

成２５年１２月５日経営者保証に関するガイドライン研究会）（以下「経営者保証に関

するガイドライン」という。）の趣旨に照らし必要と認める場合は、当該法人の代表者

を連帯保証人として徴するものとする。 

 

（資産計上の確認） 

第１８条 財団は、借入事業者に対して、貸付対象施設の整備後、速やかに固定資産台

帳その他の資料により、貸付対象施設に係る資産計上の事実を書面にて確認するもの

とする。 

２ 前項による確認により資産計上の事実が確認できない場合は、その旨を知事に書面

にて通知するとともに、借入事業者に対して貸付金の繰上償還を命じるものとする。 

 

（貸付事業に係る借入申込み） 

第１９条 財団は、借入申込書からの貸付金の借入申込み（以下単に「借入申込み」と

いう。）に当たっては、原則として次の書類の提出を受けるものとする。 

（１）借入申込書 

（２）その他財団が必要と認める書類 

２ 財団は、既に提出を受けた借入申込みについて、その内容の変更に係る協議を受け

た場合には、借入変更申請書及び前項各号に掲げる書類のうち、変更のあった書類又

は不足する書類の提出を受けるものとする。 

 

（貸付事業に係る審査） 



第２０条 財団は、提出を受けた前条第１項各号に掲げる書類（前条第２項の書類の提

出を受けた場合は、同項に掲げる書類）の審査及び必要に応じて行う現地調査により、

次の各号に定める事項について審査を行うものとする。 

（１）償還可能性 

（２）事業の継続性 

（３）投資内容の妥当性 

 

（貸付事業に係る貸付協議） 

第２１条 財団は、借入申込に係る審査の結果、貸付決定すべきと判断した案件につい

て、貸付協議書（別記第１１号様式）を知事に送付するものとする。 

２ 財団は、前項の貸付協議書の内容を変更（次条第２項に掲げる貸付承認を受けた場

合であって、次の各号に掲げる事由に該当するときに限る。）しようとするときは、貸

付変更協議書（別記第１１号様式）を知事に提出しなければならない。 

（１）貸付決定額を上回るとき。 

（２）事業計画に著しい変更が生じたとき。 

 

（貸付事業に係る貸付承認） 

第２２条 知事は、前条の貸付協議書又は貸付変更協議書の提出があった場合は、その

内容を審査し、貸付承認しようとするときは、機構に対し貸付協議書又は貸付変更協

議書を送付するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による協議により中小機構から貸付承認書を受けた場合には、

貸付承認書（別記第１２号様式）により財団に通知するものとする。 

 

（貸付事業に係る貸付金の交付） 

第２３条 財団は、貸付けを行うこととなった案件について、当該借入申請者からの請

求に基づき、貸付金を交付するものとする。 

２ 知事は、財団が貸付けの対象となった借入申込者への貸付金の交付を完了した場合

は、当該貸付けに係る貸付実行通知書（別記第１３号様式）、契約証書の写しその他契

約に係る書類を提出させるものとする。 

 

 第３章 管理事業 

 

（償還期限） 

第２４条 管理事業に係る貸付金の償還期限は、資金交付日の２２年後の日の属する事

業年度末とする。ただし、第１１条第３項の規定により、貸付実施期間を延長した場

合には、償還期限に当該期間を加えるものとする。 

 

（貸付利率） 

第２５条 管理事業に係る貸付金の貸付利率は無利子とする。 

 



（償還方法） 

第２６条 管理事業に係る貸付金の償還方法は、定期償還（原則として、一括償還とす

る。）とする。 

 

（事務費充当基金の管理方法） 

第２７条 財団は、管理事業に係る貸付金による基金（以下「事務費充当基金」という。）

を造成し、その全額を次の各号に掲げる方法により運用するものとする。 

（１）金銭債権その他の有価証券（元本保証のものに限る。） 

（２）金銭信託 

（３）預貯金 

（４）その他の運用方法であって、長期にわたり有利で確実な運用が確保されているも

のとして知事が承認したもの 

２ 財団は、事務費充当基金の運用計画申請書（別記第１４号様式）を提出し、知事の

承認を受けなければならない。これを変更しようとするときも同様とする。 

 

（管理事業） 

第２８条 管理事業の対象業務は、財団が貸付事業を円滑かつ適正に実施するために必

要な貸付決定事務、債権管理事務等とし、必要な経費は、事務費充当基金の運用益を

充てるものとする。 

２ 財団は、管理事業の一部の業務について外部機関に委託する場合には、委託事務手

続き等について事務委託要領を作成し、知事の承認を受けることとする。 

３ 管理事業の支出対象は、次に掲げるものとする。 

（１）貸付事業に係る貸倒引当金及び貸倒損失 

（２）財団の職員の人件費（ただし、被災中小企業施設・設備整備支援事業に専従する

期間の人件費に限る。） 

（３）貸付先の決定、又は管理を行う委員等外部専門家若しくは財団の役職員の旅費 

（４）貸付先の決定、又は管理を行う委員等外部専門家に対する謝金 

（５）財団の監査に係る費用（ただし、被災中小企業施設・設備整備支援事業に係るも

のに限る。） 

（６）会議費、会場借料、資料購入費、印刷製本費、送金手数料、通信運搬費、備品費、

消耗品費、雑役務費等の事務経費 

（７）管理事業の一部を外部機関に委託する場合の委託費 

（８）第２号から前号までの支出に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」とい

う。） 

（９）事務費充当基金の運用利息収入に係る租税 

（１０）管理事業に必要な借入金に係る支払利息 

（１１）事業実施のための金銭消費貸借契約に係る印紙税 

４ 前項第８号に規定する消費税等を管理事業の支出対象として計上する場合において、

各年度の管理事業完了後に消費税等の申告により消費税等に係る仕入控除税額が確定

したときは、当該税額の全部又は一部を未使用額として処理すること。 



５ 運用益は、第３項第１号に掲げる経費に優先的に充当するものとするものとし、そ

の残余の額により、同項第２号から第１１号までに掲げる経費に充当するものとする。 

 

（運用益の未使用額） 

第２９条 財団は、毎事業年度末において、事務費充当基金から生じた運用益から管理

事業費を除いた金額を未使用額として、翌年度の管理事業の原資として使用すること

ができる。 

２ 財団は、各事業年度の管理事業費に不足が生じた場合は、翌年度以降に受け取る事

務費充当基金の運用益予定額の範囲内において借入を行い、事務費充当基金の運用益

を借入金等の返済等に充てることができる。 

３ 財団は、最終償還期限の年度において運用益の未使用額が発生した場合は、原則と

して知事に返還するものとする。この場合において、知事は、返還のあった未使用額

のうち機構貸付金の割合に相当する額を機構に返還するものとする。 

 

（管理事業に係る貸付金に対する担保） 

第３０条 知事は、管理事業に係る貸付金について、財団から担保を徴するものとし、

財団が第２７条第１項の各号に掲げる有価証券等であって、担保提供を約しているも

のに質権を設定しこれに充てるものとする。 

２ 知事は、原則として、財団に対する貸付けの実行前に、次の書類の提出を受けるも

のとする。 

（１）有価証券等の担保差入に関する念書 

（２）繰上償還に関する念書 

３ 知事は、財団が担保提供を約している有価証券等を取得した場合は、速やかに財団

から有価証券等担保差入書（当該有価証券が登録社債である場合には、その質権の設

定登録に関する請求書を含む。）の提出を受けるものとし、その提出を受け、質権を設

定するものとする。 

 

（基金規模の適正化） 

第３１条 知事は、貸付実施期間の終了日の属する事業年度末、それ以降は５事業年度

ごとの事業年度末に、財団の被災中小企業施設・設備整備支援事業の実績を踏まえ、

事務費充当基金の規模について検討するものとする。 

２ 前項の規定による検討の結果については、機構に報告するものとする。 

３ 知事は、第１項の規定による検討の結果、事務費充当基金の規模が過剰と判断した

場合は、財団に繰上償還を命じ、管理事業に係る貸付金を返還させるものとする。 

 

   第４章 貸付金の管理 

 

（最終償還期限の延長等） 

第３２条 知事は、財団が災害、経済事情の著しい変動、その他特別な事情により貸付

金の償還が著しく困難であると認める貸付けの相手方（以下、この章において「債務



者」という。）に対し、償還を猶予する場合であって、債務者に係る知事の財団に対す

る貸付条件の変更を希望するときは、償還の猶予又は最終償還期限の延長を認めるこ

とができる。 

（１）事業の継続が見込まれるものであること。 

（２）期限の到来した元金、支払うべき違約金について延滞がないこと。 

（３）貸付けに係る償還が、債務者の他の金融機関への返済と比較して著しく不利益に

扱われていないと認められること。 

２ 前項の最終償還期限の延長は、当初の最終償還期限から原則として１０年を限度と

する。 

３ 知事は、第１項の規定に基づき、償還猶予又は最終償還期限の延長を認めた場合は、

速やかに機構へ報告するものとする。 

４ 知事は、償還猶予又は最終償還期限の延長を認めた債務者の経営状況等について、

財団から年１回以上報告を受けるものとする。 

５ 知事は、前項の報告を受けた場合は、速やかに機構に報告するものとする。 

 

（期限の利益の喪失） 

第３３条 知事は、財団が次の各号のいずれかに該当する場合には、財団に対し、その

借入金債務及びその債務から生ずる一切の債務の全部又は一部について期限の利益を

喪失させることができるものとする。 

（１）約定元金を約定期日までに償還しなかった場合 

（２）貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用した場合 

（３）貸付金の交付を受けるにあたり又は交付を受けた後において、虚偽の申請若しく

は報告をし、又は必要な報告を故意に怠った場合 

（４）事務費充当基金を造成した後に、無断で減額した場合 

（５）破産手続開始又は民事再生手続開始の申立てがあった場合 

（６）他の債務につき仮差押、仮処分、強制執行、公租公課の滞納処分又は競売の申立

てを受けた場合 

（７）手形交換所から取引停止処分を受けた場合 

（８）本事業を中止し、又は廃止した場合 

（９）本要綱又は要綱に基づく契約に違反した場合 

（１０）財団が、その債務者から貸付金の全部又は一部について約定返済期日前に繰上

返済を受けた場合又はその債務者に対して期限の利益を喪失させた場合 

 

（違約金） 

第３４条 知事は、財団に対し前条第１号又は第５号から第８号までのいずれかに該当

して期限の利益を喪失させたときは、財団に対し、期限の利益を喪失させた日の翌日

から支払いがあった日までの日数に応じ、期限の利益を喪失させた額につき年１０．

７５パーセントの割合で計算した違約金を支払うべきことを請求できるものとする。 

 

２ 知事は、財団に対し前条第２号から第４号まで又は第９号のいずれかに該当して期



限の利益を喪失させたときは、財団に対し、貸付けの日から支払いがあった日までの

日数に応じ、期限の利益を喪失させた額につき年１０．７５パーセントの割合で計算

した違約金を支払うべきことを請求することができるものとする。 

３ 知事は、前条第１０号に該当して期限の利益を喪失させたときは、財団が債務者か

ら支払いを受けた日の翌日から１０営業日を経過した日の翌日から支払いがあった日

までの日数に応じ、期限の利益を喪失させた額につき年１０．７５パーセントの割合

で計算した違約金を支払うべきことを請求することができるものとする。 

４ 違約金の計算方法は次のとおりとする。 

（１）前３項に定める年あたりの割合は、平年又はうるう年を問わず、３６５日あたり

の割合とする。 

（２）１００円未満の端数金額に対しては、違約金を付さないものとする。 

（３）支払い期日が休日の場合であって、次の営業日に元金の支払いが行われたときの

違約金の計算については支払期日に支払いがあったものとして取扱う。 

（４）違約金の額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切捨てるものとす

る。 

 

（違約金の免除） 

第３５条 知事は、前条第１項から第３項までに定める違約金について、財団から免除

の申し出があったときは、債務者等（債務者、債務者の相続人、連帯保証人及び連帯

保証人の相続人をいう。以下同じ。）が財団に対する期限の到来した元金を全て弁済し

た場合、債務者等の資力の状況その他の状況に応じて、違約金の全部又は一部を請求

しないことができる。 

 

（延滞債権等の管理） 

第３６条 財団は、債務者が倒産等の状態にある債権、償還が延滞している債権又は第

３２条の適用を受けている債権（以下、「延滞債権等」という。）について、知事から

求められた場合には、延滞等の原因、経営状況、保証人の資産、収入及び支払能力そ

の他債務者等の実態について報告し、その実態に応じた対応を行わなければならない。 

２ 財団は、貸付けに係る元金及び違約金（以下、「債権等」という。）が時効によって

消滅することとなるおそれがあるときは、知事からの求めに応じ、時効を中断するた

めに必要な措置を講じなければならない。 

３ 財団は、債務者に係る債権等の償還が延滞した場合において、財団が行った債務者

の実態把握に基づき、延滞状況発生報告書（別記第１５号様式）その他必要な書類を

提出しなければならない。 

 

(弁済金の充当順序） 

第３７条 財団は、弁済金を、違約金、元金の順序で約定期日が先に到来した債権等へ

充当するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、財団は次の各号のいずれかに該当する場合であって、債

務者等の償還に対する誠意の有無、債務者等の償還意欲への影響等を総合的に勘案し



て、充当順序を変更することが徴収上有利であると認められる場合には、充当順序を

変更することができる。 

（１）債務者が事業を継続して実施する場合であって、充当順序の変更なしでは、弁済

に大幅な期間を要すると判断される場合 

（２）債務者が事業を継続して実施している以外の場合であっては、担保権の実行によ

り債権等の全額回収が見込めない、又は担保権の実行が著しく困難であると判断さ

れる場合、かつ、充当順序の変更なしでは、保証人等（貸付けに係る連帯保証人及

び当該連帯保証人の相続人をいう。）からの弁済に大幅な期間を要すると判断され

る場合 

 

（履行延期の特約等） 

第３８条 財団が、延滞債権について履行期限を延長する特約をする場合において、知

事に履行期限を延長する特約を求めるときは、債務者等が次の各号のいずれかに掲げ

る状況であり償還期限に償還できない場合に、履行期限を延長する特約をすることが

できる。 

（１）債務者等が無資力又はこれに近い状態（経営者保証に関するガイドラインに基づ

き決定された残存資産を手元に残す場合を含む。以下同じ。）にあるとき。 

（２）債務者等が債務の全部を一時に履行することが困難であり、かつ、当該債務者等

が現に有する資産の状況により、履行期限を延長することが徴収上有利であると認

められるとき。 

（３）債務者等について災害、盗難その他の事故が生じたことにより、債務者等が当該

債務の全部を一時に履行することが困難であるため、履行期限を延長することがや

むを得ないと認められるとき。 

（４）次条第１項各号（第１号を除く。）により償還等の免除をした後の債権等に係る弁

済計画が妥当と認められるとき。 

２ 知事は、前項の規定により履行期限を延長する特約をする場合においては、利息を

付し、又は違約金を請求するものとする。ただし、前項第１号及び第４号により履行

期限を延長する特約をする場合はこの限りではない。 

３ 知事は、第１項の規定により履行期限を延長する特約をする場合においては、履行

期限を延長する特約をする日から１０年以内において、その延長に係る履行期限を定

めなければならない。ただし、さらに履行期限を延長する特約をすることを妨げない。 

４ 第１項の規定により履行期限を延長する特約をする場合における貸付金の償還方法

は、定期償還又は元金均等若しくは不均等の割賦償還の方法によるものとする。 

５ 知事は、第１項第１号に該当すると認められる延滞債権については、次の各号のい

ずれにも該当する場合に限り、履行期限を延長する特約をすることができる。 

（１）物的担保について、次のいずれかの要件に該当する場合 

  ア 財団の貸付事業に係る担保物件が存在しないとき。 

  イ 当該貸付事業に係る担保物件の価値が、担保権を実行した場合の費用及び当該

貸付けに優先権を有するほかの債権等の合計額を超えないと見込まれるとき。 

  ウ 当該担保物件の処分が著しく困難と認められるとき。 



（２）債務者等について、次のいずれかの要件に該当する場合 

  ア 倒産又は事業の廃止があったとき。 

  イ 債務超過の状態が長期間継続し、将来の収益の見込みが全くないとき、又は債

務に比して収益力が著しく低いとき。 

  ウ 災害、事故等の事情により著しい被害を受け、事業の継続が困難なとき。 

  エ 死亡、行方不明（住所及び居所が不明となった日から１年以上経過したもの）

その他これらに準ずる状態にあるとき。 

  オ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定する被保護世帯又は生活困窮者

（生計費の額が民事執行法施行令（昭和５５年政令２３０号）第２条に定める額

以下である者をいう。）であるとき。 

  カ 資力喪失等のため金融機関が債権の放棄又は免除を行ったとき。 

 

（償還等の免除） 

第３９条 知事は、財団が債務者に対する債権等について、弁済を受けることができる

見込みがないと認め、債権等を放棄又は譲渡した場合で、財団が当該放棄又は譲渡に

係る県の債権等の免除を求めたときは、次の各号のいずれかに該当すると認められる

場合に、財団に対する債権等に係る償還額の全部又は一部を免除することができる。 

（１）全ての債務者等において、前条第５項各号のいずれにも該当する場合又は第４０

条第１項各号のいずれにも該当する場合であって、当該債務者が無資力又はこれに

近い状態にあり、かつ、弁済することができることとなる見込みがないとき。 

（２）債務者等について、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生計画

認可の決定が確定した場合又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく

更生計画認可の決定があった場合であって、かつ、他に弁済する能力のある者が存

在しないとき。 

（３）財団及びその債務者との間における裁判上の和解又は民事調停法（昭和２６年法

律第２２２号）並びに特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（平

成１１年法律第１５８号、以下「特定調停法」という。）による調停が成立したとき。 

（４）債務者が倒産又は事業の廃止等により弁済することができない状態であって、財

団とその債務者に対する債権につき、弁済の責に任ずべき他の者との裁判上の和解

又は調停が成立した場合であって、かつ、ほかに弁済する能力のある者が存在しな

いとき。 

（５）中小企業活性化協議会の支援を受けて策定された再生計画が成立したとき。 

（６）「私的整理に関するガイドライン」に基づく再建計画等、合理的な計画が成立した

とき。 

（７）「経営者保証に関するガイドライン」に基づき保証債務の整理を行ったとき。 

（８）「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」に基づく債務整理にお

いて、特定調停法による調停が成立したとき。 

（９）「中小企業の事業再生等に関するガイドライン」に基づく事業計画が成立したと 

  き。 

２ 前項の規定により知事が財団に対し免除に応じることができる債権等の限度額は、



財団がその債権等を放棄等した額とする。 

 

（徴収停止） 

第４０条 知事は、財団の債務者に対する債権で履行期限後相当の期間を経過してもな

お完全に履行されていないものについて、財団が当該債務者にこれを履行させること

が著しく困難又は不適当であると認めるものであって、債務者に対する債権の保全及

び取立てに関する事務を要しないものとして整理（以下、「徴収停止」という。）する

場合であって、県の財団に対する債権等の徴収停止を希望するときは、当該債権に係

る債務者等が次の各号のいずれかに適合すると認められる場合に限り、以後当該債権

等について徴収停止することができるものとする。ただし、物的担保（当該貸付けに

係る担保物件の価額が、担保権を実行した場合の費用及び当該貸付けに対して優先権

を有する他の債権等の合計額を超えないと見込まれる担保を除く。以下同じ。）の付さ

れている債権は、徴収停止の措置はできない。 

（１）法人である債務者がその事業を休止し、将来その事業を再開する見込みが全くな

く、かつ、差し押さえることができる財産の価額が強制執行の費用を超えないと認

められる場合（当該債務者に対する債権につき、弁済の責に任ずべき他の者があり、

その者について次号に掲げる事情がない場合を除く。） 

（２）債務者の所在が不明であり、かつ、差し押さえることができる財産の価額が強制

執行の費用を超えないと認められる場合又は次に掲げる事項に該当する場合 

  ア 債務者の所在が行方不明であり、かつ、差し押さえることができる財産の価額

が強制執行の費用を超えると認められるが、その超える金額の全部を当該貸付け

に対して優先権を有する他の債権等の弁済に充てなければならないと認められる

場合 

  イ 財団の債務者が死亡した場合において、相続人が明らかでなく、かつ、相続財

産の価額が強制執行の費用及び当該貸付けに対して優先権を有する他の債権等の

弁済に充てなければならない金額の合計額を超えないと認められる場合 

  ウ 財団が債権について履行の請求後又は保全措置をとった後、債務者が国外に住

所地を移転し、将来日本国内に住所地を有する見込みがなく、かつ、差し押さえ

ることができる財産の価額が強制執行した場合の費用及び当該貸付けに対して優

先権を有する他の債権等の弁済に充てなければならない金額の合計額を超えない

と認められる場合 

  エ その他債務者等が第３８条第５項第２号のいずれかの要件に該当し、将来にわ

たり回収不能と認められる場合 

（３）債務者に対する債権が少額で、取立てに要する費用に満たないと認められる場合 

２ 知事は、徴収停止の措置を行った債権について、当該措置をとった後に事情の変更

等によりその措置を維持することが不適当となったことを知ったときは、直ちにその

措置を取りやめるものとする。 

３ 知事は、徴収停止の措置を行った債権のうち、消滅時効の期間を経過した債権につ

いては、債権の消滅の手続きを行うものとする。ただし、債務者等が財団との間で時

効を援用しない場合はこの限りでない。 



 

（財団の瑕疵による返済等） 

第４１条 知事は、第３２条から前条までの規定に関わらず、財団が次の各号のいずれ

かの事由に該当するときは、財団の債務者に対する貸付金の償還に遅滞がある場合に

あっても、貸付条件の変更その他の措置を講じないこととし、当該債務者に係る財団

に対する貸付金について、約定期日（当該貸付金について財団に対し期限の利益を喪

失させたときは、支払期限）までに返済を受けるものとする。 

（１）財団の規則等に基づき担保及び連帯保証人を適切に徴していない、又は、債権保

全上の合理的な理由がなく担保及び連帯保証人の解除を行ったために、貸付金の回

収が不能となったとき。 

（２）県の基準に該当しない事由により、債務者に対する債権を放棄したとき。 

（３）債務者に対する時効の管理を怠り、時効が成立したことにより、貸付金の回収が

不能となったとき。 

（４）前３号に掲げる場合のほか、財団の責めに帰すべき事由により貸付金の回収が不

能となったとき。 

 

   第５章 雑則 

 

（監督・報告の徴収等） 

第４２条 知事は、必要があると認めたときは、財団に対し必要な報告を求め、又は知

事が任命する職員をして必要な場所に立入り、貸付金に係る事業の内容、帳簿、書類

等を調査させることができる。 

 

（規程類の協議） 

第４３条 財団は、支援事業に関し規程、基準又はその他の定めを制定又は改正しよう

とするときは、知事の承認を得なければならない。 

 

 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２８年８月５日から施行し、平成２８年度予算に係る貸付金に適

用する。 

２ この要綱は、次年度以降各年度において、当該貸付金に係る予算が成立した場合に

も適用するものとする。 

附 則 

 この要綱は、令和５年（２０２３年）９月２９日から施行する。 

 

  



別記第１号様式（第６条第１項関係） 

番    号  

平成  年  月  日  

 

熊本県知事         様 

 

住  所 

名  称 

代表者名          印 

 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業に係る事業実施計画書 

及び貸付要綱の承認申請について 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業を実施するにあたり、下記のと

おり事業実施計画書及び貸付要綱を定めましたので、申請します。 

記 

１ 事業実施全体計画 

（金額単位：千円） 
 貸付事業 管理事業 

貸付額 償還額 運用益 事務経費 貸倒引当額 

初年度      

２年度      

３年度      

４年度      

５年度      

６年度      

７年度      

８年度      

９年度      

１０年度      

１１年度      

１２年度      

１３年度      

１４年度      

１５年度      

１６年度      

１７年度      

１８年度      

１９年度      

２０年度      

２１年度      

２２年度      

合計      

※各年度の想定額を記載（貸倒引当金は、当該年度の貸付額×貸倒率を記載） 

 

事務費充当基金の予定額：      千円 

（想定利回り   ：      ％／年） 



２ 貸付事業に係る貸付額の根拠 

 

 

 

３ 貸付事業に係る貸付金の債権管理の方法 

 

 

 

（別添） 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業に係る貸付要綱 

 

 

  



別記様式第２号（第６条第１項関係） 

 

商金第  号  

平成  年  月  日 

 

公益財団法人くまもと産業支援財団 

理事長              様 

 

熊本県知事        印    

 

 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業に係る事業実施計画（変 

更）承諾書 

平成  年  月  日付け 第   号をもって承認申請のありました熊本地震に

係る被災中小企業施設・設備整備支援事業に係る事業実施承認書及び貸付要綱について、

承認しましたので通知します。 

 

  



別記第３号様式（第６条第２項関係） 

番   号  

平成  年  月  日 

 

熊本県知事        様 

 

住  所 

名  称 

代表者名           印 

 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業に係る事業実施変更申 

請書 

平成  年  月  日付け 第   号をもって承認をされました事業実施計画書

につきまして、下記のとおり変更したいので、変更申請します。 

 

記 

 

   

 変更前 変更後 

   

   

変更事項 

 

 

 

 

 

   

  

変更理由 

 

 

 

 

  

 

 

 

  



別記第４号様式（第８条第１項関係） 

番   号  

平成  年 月 日  

 

熊本県知事          様 

 

住  所 

名  称 

代表者名         印 

 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業計画申請書 

（平成  年度事業分） 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業（平成  年度事業分）につい

ては、下記のとおり実施したいので、申請します。 

記 

１ 事業実施期間 

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

２ 貸付事業に係る事業計画 

（１）今年度の貸付事業の実施予定（貸付実施期間終了後の翌年度まで記載） 

貸付決定件数：     件 ／交付件数  ：     件 

 

貸付決定金額：     千円／交付金額  ：     千円 

（２）今年度の貸付事業の償還予定 

償還予定額 ：     千円 

（３）今年度の償還免除予定 

免除予定額 ：     千円 

３ 管理事業に係る事業計画 

（１）管理事業に要する費用 

今年度の管理事業費    ：     千円（詳細な内訳については別紙） 

（２）今年度の事務費充当基金の運用益 ：     千円 

昨年度末の管理事業費未使用額  ：     千円 

今年度の管理事業に係る借入額  ：     千円 

（３）事務費充当基金の額（運用方法を変更するもの） 

ア 昨年度までの運用方法： （名称）・（期間）・（金額 千円） 

  今年度の運用方法① ： （名称）・（期間）・（金額 千円） 

  今年度の運用方法① ： （名称）・（期間）・（金額 千円） 

  変更理由      ：満期・解約（理由） 

イ （その他必要に応じて記載） 

 

 



別記第５号様式（第８条第１項、第２項関係） 

 

商金第   号  

平成  年  月  日  

 

公益財団法人くまもと産業支援財団 

理事長              様 

 

熊本県知事       印    

 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業計画（変更）承認書 

（平成  年度事業分） 

 

平成  年  月  日付け 第   号をもって承認申請のありました熊本地震に

係る被災中小企業施設・設備整備支援事業計画について、承認しましたので通知しま

す。 

  



別記第６号様式（第８条第２項関係） 

番    号  

平成  年  月  日  

 

熊本県知事         様 

 

住  所 

名  称 

代表者名          印 

 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業計画変更申請書 

（平成  年度事業分） 

平成  年  月  日付け 第   号により承認を受けた平成  年度に係る熊

本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業について、下記のとおり変更したい

ので、変更申請します。 

 

記 

 

   

 変更前 変更後 

   

   

変更事項 

 

 

 

 

 

   

  

変更理由 

 

 

 

 

  

（添付書類） 

１ 本申請書を提出する場合には、変更事項の内訳として、変更前の事業計画を明らか

にした書類（別紙） 

２ 事業実施計画書の変更部分を明らかにした書類 

 

 

  



別記第７号様式（第８条第３項関係） 

 番   号  

    年  月  日  

 熊本県知事          様 

住  所 

名  称 

代表者名          印 

 

    年度 熊本地震被災中小企業施設･設備整備支援事業実績報告書 

  年度に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業の実績について、下記のと

おり報告します。 

記 

１ 事業実施期間 

 年 月 日 ～    年 月 日 

 

２ 貸付事業に係る事業実績 

（１）今年度の貸付事業の実績（別紙１） 

貸付決定件数  件 ／交付件数  件 

貸付決定金額  千円 ／交付金額 千円 

償還額 千円 

（２）今年度の免除の実績 

免除額    千円 

 

３ 管理事業（引当準備金及び事務費）に係る事業実績 

（１）管理事業に要した費用 

今年度の管理事業費（内訳については別紙２）          円 

今年度末の管理事業費未使用額                 円 

（２）今年度の事務費充当基金(管理事業に係る基金)の運用益      円 

今年度の管理事業に係る借入額                円 

今年度末の管理事業に係る借入残高               円 

（３）事務費充当基金(管理事業に係る基金)の額             円 

      （詳細は別紙３） 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

貸付事業実績         年  月  日現在 

 

１ 予算執行状況                      （金額単位：千円） 

     年度受入額      年度執行額  

  

受入累計額 執行累計額 予算執行残 

   

 

 

 

２ 貸付状況                   （金額単位：千円） 

区分 
申込 決定 融資実行 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

H 年度       

第 1四半期       

第 2四半期       

第 3四半期       

第４四半期       

H 年度       

H 年度       

H 年度       

H 年度       

合計       

 

 

  



別紙２ 

管理事業費内訳 

（金額単位：円） 

区分 目 節 
補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 備考 

貸倒 

引当金 

貸倒 

引当金 
準備金    

事務費 

人件費 
人件費    

謝金    

旅費 
職員等旅費    

委員等旅費    

事務費 

通信運搬費    

消耗品費    

渉外費    

使用料及び賃借料    

保守点検費    

委託費    

支払手数料    

公租公課    

負担金    

リース債務返済（減価

償却費） 
   

小  計    

合 計（貸倒引当金＋事務費）    

 



別紙３ 

   年度の運用方法は次の通り 

銘 柄 額面（円） 取得価額（円） 

管
理
事
業
費 

   

   

   

   

   

   

小 計   

事
務
費 

   

   

小 計   

合 計   

 

 

 

 

 

  



別記第８号様式（第８条第５項関係） 

番   号  

  平成  年  月  日  

 

熊本県知事          様 

 

住  所 

名  称 

代表者名         印 

 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業事故報告書 

（平成  年度事業分） 

平成  年  月  日付け 第   号により承認を受けた平成  年度に係る熊

本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業について、下記のとおり事故があっ

たので、報告します。 

 

１ 事業の進捗状況（貸付事業・管理事業） 

 

 

 

２ 当該年度の事業に要した経費 

 

 

 

３ 事故の内容及び原因 

 

 

 

４ 事故に対する措置 

 

 

 

 

 

  



別記第９号様式（第９条第１項関係） 

番   号  

平成  年  月  日  

 

熊本県知事          様 

 

 

 住  所 

 名  称 

代表者名         印 

 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業に係る貸付金交付請求書 

平成  年  月  日付け 第   号をもって貴県から事業実施計画により承認

を受けた貸付金について、下記のとおり交付していただきますようお願いします。 

 

記 

 

１ 資金名 

 

２ 交付請求金額  貸付金（貸付事業）  金         円 

貸付金（管理事業）  金         円 

合  計       金         円 

 

３ 貸付金の交付希望年月日 平成  年  月  日 

 

４ 振込先 

     

金融機関 支店 預金区分 口座番号 口座名義人 

     

     

     

     

 

６ 振込希望日に資金交付を必要とする理由 

 

 

７ 資金造成実施予定時期（貸付金（管理事業）を交付請求する場合） 

 

＊貸付金（管理事業）を交付請求する場合は、定款及び直近の財務諸表を添付すること。 

  



別記第１０号様式（第９条第１項関係） 

 

被災中小企業施設・設備整備支援事業貸付金貸借契約書 

 

熊本県（以下「甲」という。）と公益財団法人くまもと産業支援財団（以下「乙」と

いう。）とは、熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業貸付金貸付要綱

（平成２８年 月  日施行。以下「要綱」という。）に基づく貸付事業及び管理事業

（以下、「支援事業」という。）に係る貸付けについて、次のとおり金銭消費貸借契約を

締結する。 

 

（総則） 

第１条 甲は、乙に対して、次に掲げる要綱に基づく支援事業を行うために必要な資金

を貸付け、乙は、貸付金を借り受ける。 

（１）貸付事業 要綱第２条第１項第１号に規定する被災中小企業事業者等に対して

資金の貸付けを行う事業 

（２）管理事業 要綱第２条第１項第２号に規定する貸付事業を実施するために必要

な事務を行う事業（事務費充当基金の管理を含む。） 

（役割） 

第２条 甲及び乙は、支援事業の実施に当たり、次の役割を担う。 

（１）甲 独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下、「機構」という。）から支援事業

に係る貸付金を借入れ、自らが拠出する額を加えて支援事業実施のための資金を乙

に対し貸し付けること。 

（２）乙 支援事業における支援事業者として、前号に掲げる甲からの貸付金により、

支援事業を遂行すること。 

２ 甲及び乙は、支援事業の実施に当たり、要綱のほか機構が定める熊本地震に係る被

災中小企業施設・設備整備支援事業に係る都道府県に対する資金の貸付けに関する準

則（以下、「準則」という。）によるものとする。 

（契約金額） 

第３条 甲は、乙に対して、金      円を貸し付けるものとする。支援事業の各

事業毎の内訳は次の各号のとおりとする。 

（１）貸付事業 金         円 

（２）管理事業 金         円 

２ 前項の貸付金（以下、「貸付金」という。）は、要綱第９条の規定に基づいて貸し付

けるものとする。 

（償還期限及び償還方法） 

第４条 乙が、甲に償還する貸付事業の貸付金の貸付実施期間、償還期限及び償還方法

は次のとおりとする。 

（１） 貸付実施期間   年  月  日から    年  月  日 

（２） 償還期限     年  月  日 

（３） 償還方法 



ア 未貸付額 乙は、貸付実施期間の翌事業年度末日までに甲に償還するものとす

る。 

イ 貸付額 乙は、毎事業年度末日までに、乙が貸付事業による貸付金を貸し付け

た借入事業者から償還のあった金額を償還するものとする。ただし、最終償還期

日を除く。 

２ 乙が、甲に償還する管理事業の貸付金の償還期限及び償還方法は次のとおりとす

る。 

（１） 償還期限    年  月  日 

（２） 償還方法 

乙は、原則として一括償還するものとする。 

３ 乙が、災害、経済事情の著しい変動、その他特別な事情により貸付金の償還が著し

く困難と認められる場合には、両者協議の上、対応を検討するものとする。 

（利率） 

第５条 貸付金は無利息とする。 

（期限の利益の喪失） 

第６条 乙が、次の各号の一に該当し、甲から請求を受けたときは、乙は甲に対し、甲

の請求するところに従い、本借入金債務及びその債務から生ずる一切の債務の全部又

は一部について期限の利益を失い、直ちに期限の利益を失った債務を弁済する。 

（１）乙が本借入金を乙への借入金入金の翌日（貸付事業に係る貸付金にあっては、

貸付承認書の受領日）から３日以内（ただし、国民の祝日に関する法律〔昭和

23年法律第178号〕に規定する休日、12月31日から翌年の１月３日までの日、

土曜日及び日曜日（以下「休日」という。）はこの３日の計算に含めない。）に、

次条の規定に従って使用しなかった場合 

（２）乙が甲に対し、約定返済元金又は利息を約定支払期日の翌日から10日以内

（ただし、休日はこの10日の計算に含めない。）に支払わなかった場合 

（３）乙が、本契約に定めた約定の一にでも違反した場合又は約定に基づく甲の指示

に従わない場合 

２ 乙がその貸付の相手方（以下「丙」という。）に対する貸付金の全部又は一部につ

いて、当該貸付金の約定返済期日前に丙から繰上返済を受けた場合又は丙に対し期限

の利益を喪失させた場合は、乙は甲に対し、乙の甲に対する借入金のうち、丙から繰

上返済を受けた額又は乙が丙に対して期限の利益を喪失させた債務額について期限の

利益を喪失し、これを直ちに弁済する。 

（資金の使途） 

第７条 乙は、本借入金を、独立行政法人中小企業基盤整備機構法関連法令、準則及び

要綱に定めるところに従って支援事業にのみ使用しなければならず、甲の承認を受け

た場合を除いて使途を変更してはならない。 

２ 乙は本借入金の使途を経理上明らかにしておくものとする。 

３ 乙は貸付事業及び管理事業に係る経理は、それぞれ他の経理と区分して整理するも

のとする。 

（違約金） 



第８条 乙が第６条第１項第１号に該当して期限の利益を喪失した場合において、乙が

甲から違約金の請求を受けたときは、乙は甲に対し、本借入金債務の他に、期限の利

益を喪失した額に対する本借入金が乙に入金した日から支払済みまで年10.75パーセ

ントの割合による違約金（日割に換算する場合は、365分の１とする。）を直ちに支

払う。 

２ 乙が第６条第１項第２号及び第３号に該当して期限の利益を喪失した場合におい

て、乙が甲から違約金の請求を受けたときは、乙は甲に対し、本借入金債務の他に、

期限の利益を喪失した額に対する期限の利益喪失日の翌日から支払済みまで年10.75

パーセントの割合による違約金（日割に換算する場合は365分の１とする。）を直ち

に支払う。 

３ 乙が第６条第２項により乙の甲に対する債務の期限の利益を喪失した場合におい

て、乙が甲から違約金の請求を受けたときは、乙は甲に対し、本借入金債務の他に、

期限の利益を喪失した額に対する期限の利益喪失日の翌日から起算して６月を経過し

た日（以下本項において「支払期日」という。）の翌日から支払済みまで年10.75パ

ーセントの割合による違約金（日割に換算する場合は365分の１とする。）を直ちに

支払う。なお、支払期日までに期限の利益を喪失した額が支払われた場合、甲は乙に

対し当該違約金を請求することはできない。 

４ 乙が甲に対し、約定返済元本を約定支払期日の翌日から10日以内（但し、休日は

この10日の計算に含めない。）に支払わなかった場合において、乙が甲から違約金の

請求を受けたときは、乙は甲に対し、本借入金債務の他に、約定返済元本に不足する

額に対する約定支払期日の翌日から起算して10日（但し、休日はこの10日の計算に

含めない。）が経過した日の翌日から支払済みまで（但し、本条第２項及び３項が適

用される場合には、期限の利益を喪失した額については、期限の利益喪失日まで）年

10.75パーセントの割合による違約金（日割に換算する場合は365分の１とする。）

を直ちに支払う。但し、本条第１項が適用される場合には、期限の利益を喪失した額

については、この限りではない。 

（乙丙間の違約金等） 

第９条 甲が、乙に対する貸付金の全部又は一部について期限の利益を喪失させた場合

であって、次の各号の一に該当することを理由に丙に対して違約金又はそれに類する

金銭（以下「違約金等」という。）を請求しこれを受領したときは、乙は甲に対し、

乙が丙から受領した違約金等の額の金銭を支払う。 

（１）丙が、乙からの借入金を借入れの目的に違反して使用し、又は借入れ後合理的

理由なく直ちに使用しないとき 

（２）丙が、乙からの借入れに際し、又は借入れ後借入金債務の全部を弁済するまで

の間において、乙に対して事実に相違した申出若しくは報告をし、又は必要な事

実の申出若しくは報告を怠ったとき 

（３）丙が乙との契約の内容の一にでも違反したとき又は契約に基づく乙の指示に従

わないとき 

（４）前３号の他、乙が、丙の乙に対する債務の履行遅延以外の理由により、乙丙間

の契約の基づき丙に対して違約金等を請求することが妥当と判断するとき 



（未使用額） 

第１０条 乙は、甲からの借入金をもって設けた基金の運用益に未使用額が発生してい

るときは、乙は甲に対し、当該未使用額を支払う。 

（弁済の充当） 

第１１条 乙は、甲に対し本債務及びその他の甲に対する債務の全額に足りない返済を

したときは、甲がその返済金を甲が定める順序及び方法により充当することを承認す

る。 

（債務の支払方法） 

第１２条 乙は、本契約上の甲に対する支払を、甲が別に発行する納入通知書により，

甲の指定金融機関等に納入するものとする。 

（貸付条件の変更） 

第１３条 甲は、乙が丙に対して、災害、経済事情の著しい変動、その他特別の事情に

より貸付金の償還が著しく困難であると認め、乙の丙に対する貸付金の貸付条件の変

更をする場合において、乙が丙に対する貸付条件を変更することについて十分な理由

があると甲が認めるときは、当該貸付条件の変更に係る甲の乙に対する貸付金の貸付

条件を変更することができる。 

２ 前項の貸付条件の変更にあたっては、要綱の規定に基づき適正に行うものとする。 

（償還等の免除） 

第１４条 甲は、乙が前条の規定により甲と履行延期の特約をした債務で甲に対する当

初の償還期限（当初の償還期限後に履行延期の特約をした場合には、最初に履行延期

の特約をした日）から10年を経過したものに係る丙に対して、なお無資力又はこれ

に近い状態にあり、かつ、弁済することができることとなる見込みがないと認め、乙

の丙に対する債権並びにこれらに係る利息及び違約金等を免除する場合において、乙

が丙に対する債権並びにこれらに係る利息及び違約金等を免除することについて十分

な理由があると甲が認めるときは、当該免除に係る甲の乙に対する債権並びにこれら

に係る利息及び違約金等を免除することができる。 

（徴収停止） 

第１５条 甲は、乙が甲の乙に対する債権で償還期限（第１３条により履行延期の特約

をした場合は延期された期限）後相当の期間を経過してもなお完済されていないもの

に係る丙に対して、丙の乙に対する債務の弁済が著しく困難又は不適当であると認

め、乙の丙に対する債権の保全及び取立てに関する事務を要しないものとして整理

（以下「徴収停止」という。）をする場合において、乙が丙に対する債権の徴求停止

することについて十分な理由があると甲が認めるときは、当該徴収停止に係る甲の乙

に対する債権について、徴収停止することができる。 

（乙の返済義務） 

第１６条 前３条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する場合は、乙の丙に対す

る貸付金の回収が遅滞又は不能の場合であっても、甲は乙に対し、前３条に定める貸

付条件の変更、償還等の免除又は徴収停止することはなく、乙は甲に対する本件借入

金の返済義務を失わず、乙は甲に対し、本件借入金を約定期日（甲が乙に対して期限

の利益の喪失を請求した時は、期限の利益喪失日まで）に返済する。 



（１）乙が乙の規則等に定める物的人的担保の設定を怠り、又は債権保全上の合理的

理由なく物的人的担保の解除をしたために丙からの回収が不能となった場合 

（２）乙が甲の要綱に定める基準に該当しない理由により丙に対する債権を放棄した

場合 

（３）乙が丙に対する債権の時効の管理を怠り丙からの回収が不能となった場合 

（４）前各号に掲げる場合のほか、乙の責めに帰すべき事由により丙からの回収が不

能となった場合 

２ 第１３条から第１５条までの甲の判断に関し、乙が甲に対して適切な情報を伝え

ず、そのため甲が適正な判断をすることができなかったと甲が認める場合、甲は乙に

対して、第１３条から第１５条に基づき行った貸付条件の変更、償還等の免除又は徴

収停止を取消すことができる。 

（契約書の紛失等） 

第１７条 乙は、本契約書が事変、災害、輸送途中の事故等やむを得ない事情によって

紛失、滅失又は損傷した場合には、甲の請求により代わり契約書等を差し入れるもの

とし、及び甲の帳簿、伝票等の記録に基づいて債務を弁済することを承認する。 

（報告） 

第１８条 乙は、次の各号の一に該当する場合には、その都度速やかに甲に報告し、乙

は甲の指示するところに従うものとする。 

（１）乙の丙に対する債権の保全に重大な影響を及ぼす事態が発生し、又はそのおそれ

のある場合 

（２）乙が丙に対する貸付金の全部又は一部について、当該貸付金の約定返済期日前に

丙から繰上返済を受ける場合又は丙に対し期限の利益を喪失させる場合 

（３）乙が、第６条第２項に該当する場合において、乙が丙から違約金又はそれに類す

る金銭の支払いを受ける場合 

（４）乙が、丙に対し第９条に規定する違約金等を請求する場合又は、丙から当該違約

金等の支払いを受ける場合 

（５）前各号に掲げる場合のほか、本借入金に関し、甲から報告を求められた場合 

（調査） 

第１９条 甲が乙に対し、本借入金に関し、帳簿その他の資料の閲覧、謄写を求めた場

合は、乙は甲に対し、直ちに、資料を閲覧に供し又は乙の費用負担にて謄写させるも

のとする。 

２ 甲は乙に対し、丙の経営状態、丙の保証人の資力状態、乙と丙間の交渉その他の状

況についての調査、資料の作成を求めることができ、乙は丙に対して甲の以上の要求

に従うとともに、甲の求めがあれば甲が丙の方で調査することについて、丙の同意を

得ることができるよう乙丙間の契約で合意しておくものとする。 

（費用負担） 

第２０条 乙は、本契約に関する一切の費用を負担するものとする。 

 （協力業務等） 

第２１条 乙は、甲が貸付金に関して行う検査の実施に協力するものとする。 

２ 乙は、甲が貸付金に関して行う指示に従うものとする。 



 （その他） 

第２２条 この契約の条項につき、変更を必要とする理由が生じたときは、甲乙協議の

上、契約の変更を行うことができる。 

２ この契約に関し、疑義又は定めのない事項が生じた時は、要綱に基づくほか、甲乙

協議して決めるものとする。 

 

 

この契約の成立を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自

その１通を所持する。 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

         甲 熊本県 

            代表者 熊本県知事 

 

 

 

        乙 

 

 

 

 

 

  



別記第１１号様式（第２１条第１項、第２項関係） 

番   号  

平成  年  月  日  

 

熊本県知事          様 

 

住  所 

名  称 

代表者名         印 

 

貸付（変更）協議書 

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業に係る貸付事業につきまして、

下記により借入申込みが提出されましたので、貸付実行について協議（変更協議）しま

す。 

１ 被災中小企業者等  法人名： 

  住所： 

  代表者名： 

   

２ 借入希望金額  金       円 

   

３ 貸付条件 ：償還期間   年 

 ：据置期間   年 

 ：償還方法 月賦・半年賦・年賦 

   

４ 対象事業  準則第５条第１項第 号に規定する事業 

   

５ 事業の概要   

   

（６ 変更内容       ） 

   

（７ 変更理由       ） 

 

（添付資料） 

１ 借入申込書その他の提出書類の写し 

２ その他必要と認められた書類 

３ 借入申込に対する調書（別表のとおり） 

４ 案件が多数の場合は、借入希望額の取りまとめ表 

 

 

 



（別表） 

借入申込書に対する調書 
    

□熊本県中小企業等グループ施設等復旧整

備補助金に対する貸付け 

貸付先  

（
ど
れ
か
に
チ
ェ
ッ
ク
） 

借
入
対
象
事
業 

 

□熊本県中小企業協同組合共同施設等災害

復旧補助金に対する貸付け 

  

  

住所   

□熊本県商店街等施設等災害復旧補助金に

対する貸付け 
  

  

資本金 千円 

   

    

従業員数 人 主たる事業  

    

    

事業実績 平成 年度 平成 年度 平成 年度 

    

    

売上高 千円 千円 千円 

    

    

税引後利益 千円 千円 千円 

    

    

減価償却費 千円 千円 千円 

    

    

資金調達 千円  既往長期借入金 千円 

    

    

借入申請額 千円 貸付対象施設（種類） 金額（単価×台数等） 

    

    

補助金 千円 ①  

    

    

自己資金 千円 ②  

    

 

その他借入金 

   

千円 ③  

   



    

収支計画 平成 年度 平成 年度 平成 年度 

    

    

収入 千円 千円 千円 

    

    

支出 千円 千円 千円 

    

    

税引後利益 千円 千円 千円 

    

    

減価償却費 千円 千円 千円 

    

    

償還計画 既往長期借入金（Ａ） 千円 〔（Ａ）＋（Ｂ）〕 

／〔（Ｃ）＋（Ｄ）〕    

   

 借入申請額（Ｂ） 千円 

    

    

 当年度税引後利益（Ｃ） 千円 年 

    

    

 当年度減価償却費（Ｄ） 千円 貸付期間  年 

    

 

財団意見欄（借入申請者の留意事項等） 

 

 

 

 

 

 

県意見欄（借入申請者の留意事項、助言を実施した場合の対応状況、地域経済の維持・発展との整合

等） 

 

 

 

 

機構意見欄 

 

 

 

 

 



別記第１２号様式（第２２条第２項関係） 

第   号  

平成  年 月 日  

 

住  所 

名  称 

代表者名             様 

 

熊本県知事         印 

 

貸付承認（不承認）書 

平成  年  月  日付   号により貸付（変更）協議のありました件につきま

して、下記による貸付けを承認します（承認できません）。 

 

記 

 

１ 貸付の相手方  法人名： 

  住所： 

  代表者名： 

   

２ 貸付承認金額  金       円 

   

３ 貸付条件 償還期間

  

  年 

  据置期間

  

  年 

  償還方法 月賦・半年賦・年賦 

 

 

 

  



別記第１３号様式（第２３条第２項関係） 

 

番    号  

 平成  年  月  日 

 

熊本県知事          様 

 

 住  所 

名  称 

代表者名          印 

 

貸付実行通知書 

平成  年  月  日付   号により貸付承認のありました件につきまして、下

記により貸付けを実行しましたので通知します。 

 

記 

 

１ 貸付けの相手方

  

 法人名： 

  住所： 

  代表者名： 

   

２ 貸付金額  金       円 

   

３ 貸付契約の締結日  平成  年  月  日 

   

４ 貸付条件 償還期限 平成  年  月  日 

 据置期間

  

  年 

 償還方法

  

月賦・半年賦・年賦 

 

（添付資料） 

１ 金銭消費貸借契約書等の写し 

２ 貸付対象施設等に係る抵当権設定契約書等の写し 

３ 金銭支払保証契約書の写し等 

４ その他の貸付けに際しての必要書類 

 

  



別記第１４号様式（第２７条第２項関係） 

番   号  

平成  年  月  日  

 

熊本県知事          様 

 

住  所 

名  称 

代表者名         印 

 

運用計画（変更）申請書 

平成  年  月  日に資金の交付を受けた熊本地震に係る被災中小企業施設・設

備整備支援事業のうち管理事業に係る資金をもって、下記により事務費充当基金を造成

したいので、（変更）申請します。 

 

    

運用方法 運用期間 運用金額 年利回り 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

  



別記第１５号様式（第３６条第３項関係） 

番  号  

平成  年  月  日  

 

熊本県知事         様 

 

住  所 

名  称 

代表者名         印 

 

延滞状況発生報告書 

 

平成  年  月  日付け 第   号により貸付決定を受け、平成  年  月  

日付け資金を交付した下記の者について、償還が延滞し、下記の状況が生じましたので、

報告します。 

 

記 

 

貸付先 ：  

   

貸付日 ： 平成  年  月  日 

   

貸付元高 ：      千円 

   

貸付残高 ：      千円 

   

償還延滞始期 ： 平成  年  月  日 

   

償還延滞理由 ：  

 


